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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．第11期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第10期以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 2,521,729 － － 

経常利益 （千円） － － 85,291 － － 

中間（当期）純利益 （千円） － － 49,455 － － 

純資産額 （千円） － － 974,563 － － 

総資産額 （千円） － － 1,820,362 － － 

１株当たり純資産額 （円） － － 34,147.28 － － 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － － 1,736.85 － － 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － 1,706.2 － － 

自己資本比率 （％） － － 53.5 － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 63,239 － － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △68,133 － － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △36,623 － － 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 697,281 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） － 

(－) 

－ 

(－) 

88 

(8) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第10期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、第９期中間会計期間については記載しておりま

せん。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第９期及び第10期中間会計期において、旧商法第

280条ノ19の規定に基づく新株引受権を発行しておりますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均

株価が把握できなかったことから記載しておりません。 

  ４. 第11期中間会計期間より中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成し、中間キャッシュ・フロー計算書は 

作成していないため、キャッシュ・フローは記載しておりません。 

 ５. 当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

 ６. 従業員数は、就業人員数であります。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） － 2,310,471 2,521,729 4,036,281 4,819,797 

経常利益 （千円） － 103,546 84,959 194,413 210,074 

中間（当期）純利益 （千円） － 63,068 49,123 90,740 123,576 

持分法を適用した場合の

投資損益 
（千円） － △10,959 － 3,293 △9,325 

資本金 （千円） － 227,000 332,666 227,000 329,000 

発行済株式総数 （株） － 8,480 28,540 8,480 9,480 

純資産額 （千円） － 637,664 979,028 606,315 964,992 

総資産額 （千円） － 1,454,847 1,815,444 1,476,443 1,817,985 

１株当たり純資産額 （円） － 75,196.28 34,303.74 70,249.42 100,292.43 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － 7,437.35 1,725.18 9,450.52 12,666.01 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － 1,694.74 － 12,587.25 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） － － － 2,500 3,000 

自己資本比率 （％） － 43.8 53.9 41.1 53.1 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △5,294 － 236,079 75,885 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △64,148 － △80,886 △118,775 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △35,196 － 28,620 193,816 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － 483,232 － 587,872 738,798 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） － 

(－) 

73 

(3) 

84 

(8) 

66 

(4) 

72 

(4) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当連結中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社には労働組合はありません。なお、労使関係については良好であります。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有又は
被所有割合 

（％） 
関係内容 

 （連結子会社） 

㈱クラフテックス 
東京都渋谷区 43,000 ゲームソフト開発 93.0 

役務の提供 

役務の受入 

 （持分法適用関連会社） 

㈱エクステージ 
東京都港区  10,000 

出版事業等を営む

子会社の管理業務 
44.3   － 

 （持分法適用関連会社） 

㈱ワークスコーポレーシ

ョン 

東京都港区  73,230 書籍等の出版 
44.3 

     （44.3） 
 役務の受入 

 （持分法適用関連会社） 

㈱オラリオ 
東京都港区  10,000 

教育コンテンツ制

作及び販売 

44.3 

     （44.3） 
   － 

 （持分法適用関連会社） 

タイムギア㈱ 
東京都港区  10,000 

著作権の販売及び

管理（現在営業休

止中） 

44.3 

     （44.3） 
   － 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 人材コンサルティング事業 
76 

 （6） 

 その他事業 
1 

 （0） 

 全社（共通） 
11 

 （2） 

合計 
 88 

（8） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 84（8） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、前半は景気の踊り場への不透明感が残っていたものの、企業の活発

な投資と所得環境の好転、それらを受けての堅調な個人消費を背景に後半から踊り場脱却への信認が高まる状況と

なりました。雇用情勢につきましても、よりよい仕事を求めた転職者数の増加が続くなど景気回復を受けた改善傾

向が鮮明となってきました。 

  当業界におきましては、デジタルコンテンツの市場拡大に伴うクライアントの需要が引き続き増加しており、主

に企業の雇用意欲の回復による人材紹介の需要が増加しております。特にＷｅｂ業界におきましては、商品やサー

ビスの電子商取引化やインターネットを利用した広告宣伝費への投資が進むなど企業のインターネット関連分野に

対する投資意欲は依然として旺盛な状況です。一方、ゲーム業界におきましては、次世代ゲーム機の開発が予定よ

り遅延したことに加えて、業界大手メーカーの統合による人材調整が行われ、大手ゲームパブリッシャーにおける

制作のアウトソーシング化がさらに進んでおります。 

 このような環境のもと、当社では事業規模の拡大に向けた先行投資として、４月に名古屋支店を開設すると共に

プロダクトデザイナーの派遣・紹介事業に着手いたしました。６月には、クリエイターとのネットワークを広げ基

幹ビジネスである人材コンサルティング事業への人材供給やコンテンツ制作サービスのパートナーの発掘を目的と

して、財団法人大阪市都市型産業振興センターよりクリエイター発掘・支援サイト「BroadStar(ブロードスタ

ー)」を承継し運営を開始いたしました。さらに、ゲームの受託制作を全般的に請負う体制作り及び大型案件の受

注獲得を目的として株式会社クラフテックスへの出資を行いました。加えて、デジタルコンテンツ業界における教

育支援事業への足掛かりとして株式会社エクステージへの資本参加を行いました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高2,521,729千円（当中間連結会計期間が連結初年度である

ため前年同期比較値はなし。以下同じ）、経常利益85,291千円、中間純利益49,455千円となりました。 

事業別の業績は、次のとおりであります。  

①人材コンサルティング事業 

a) 人材派遣・請負サービス 

  人材派遣・請負サービスにつきましては、インターネットのコンテンツ企画・制作を行うディレクター、デザイ

ナー等の職種において引き続き需要が増加しております。また、派遣スタッフの新規登録者数も順調に推移してお

ります。このような状況の下、当社といたしましては、インターネットのコンテンツ企画・制作者の安定供給策の

１つであるトレーニングセンターの充実を図ってまいりましたが、旺盛な需要に対して人材の供給が十分とはいえ

ない状況でありました。一方、ゲームのコンテンツ企画・制作を行うディレクター、デザイナー等の需要につきま

しては、第1四半期にスタートする予定であった次世代ゲーム機である「プレイステーション３」や、「Ｘｂｏｘ

３６０」向けのゲームソフトの開発が各大手ゲームパブリッシャー共に後ろ倒しとなりました。それに伴い人材供

給において当初予定していた派遣稼動者数の増加が第２四半期以降からとなりました。この結果、売上高は

2,334,448千円となりました。 

 

b) 人材紹介サービス 

  人材紹介サービスにつきましては、企業の雇用回復に伴う雇用意欲の高まりにより売上高が増加しました。この

結果、売上高は69,103千円となりました。 

 

c) コンテンツ制作サービス 

  Ｗｅｂコンテンツ制作サービスにつきましては、人材派遣・請負サービスにて取引を行っているクライアントか

らのＷｅｂサイトの制作受託や、当事業年度から開始したゲームやＣＧの制作受託を中心に売上高が増加いたしま

した。この結果、売上高は82,750千円となりました。 

 

d) トレーニングサービス 

  トレーニングサービスにつきましては、主に企業向けトレーニングのサービスを行いました。この結果、売上高

は2,894千円となりました。 

 

②その他事業 

  その他事業につきましては、電子メールのインバウンド・システム「ＡＣＵＴＯ（アキュート）」の販売等のア

ウトソーシングサービスに加え、システムソリューションに伴う物品の販売等を行いました。この結果、売上高は

32,533千円となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、税金等調整前中間純利益等に伴

い営業キャッシュ・フローが増加しつつも、株式会社クラフテックス及び株式会社エクステージへの資本参加、人

材情報システム「ＣＩＯＳ（サイオス）」の機能強化、名古屋支店開設等の投資活動等に伴う支出により697,281

千円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は63,239千円となりました。これは主に、税金等調

整前中間純利益84,473千円による増加、減価償却費21,956千円及び法人税等の支払35,609千円による減少等による

ものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は68,133千円となりました。これは主に、株式会社

クラフテックス株式及び株式会社エクステージ株式の取得26,425千円、人材情報システム「ＣＩＯＳ（サイオ

ス）」の機能強化等による無形固定資産の取得10,200千円、並びに名古屋支店開設に伴う有形固定資産の購入

4,315千円等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において、財務活動の結果使用した資金は36,623千円となりました。これは主に、配当金の

支払に伴う支出27,960千円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。 

(2）受注状況 

 当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、受注状況の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。 

３．当社は当中間期が連結初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 

  なお、株式会社デジタルスケープ単体における当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類ごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

人材コンサルティング事業 （千円） 2,489,196 98.7 － 

その他事業 （千円） 32,533 1.3 － 

合計 （千円） 2,521,729 100.0 － 

事業の種類 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

  人材派遣・請負サービス （千円） 2,334,448 92.6 106.0 

  人材紹介サービス （千円） 69,103 2.7 183.7 

  コンテンツ制作サービス （千円） 82,750 3.3 187.6 

  トレーニングサービス （千円） 2,894 0.1 119.7 

人材コンサルティング事業 （千円） 2,489,196 98.7 108.8 

その他事業 （千円） 32,533 1.3 138.5 

合計 （千円） 2,521,729 100.0 109.1 



３【対処すべき課題】 

  平成16年に経済産業省が取りまとめた「新産業創造戦略」では、日本経済の将来の発展を支える戦略分野の１つに

「コンテンツ産業」を挙げております。中でもデジタルコンテンツの市場は、平成13年に1.9兆円だった市場規模

が、平成22年には6.3兆円にまで成長すると予測されております。 

  しかしながら、現状ではコンテンツの作り手であるクリエイターの数は、圧倒的に不足しており、コンテンツ生産

力の強化に必要とされる、クリエイターの人材育成を図るため、様々な人材育成支援事業が実施・計画されておりま

す。当該事業年度は、当社も経済産業省のクリエイター育成事業の委託先として参画いたしました。また、文部科学

省の施策としては、国内における専門学校に加え、大学や大学院にクリエイター人材の育成のための専門学科を設置

する動きも増加しております。 

  当社の主要株主（会社等）が議決権の過半数を所有している、デジタルクリエイターの養成スクールを営むデジタ

ルハリウッド株式会社も、平成16年４月には大学院を設立し、平成17年４月には大学を開校しており、クリエイター

人材の育成を牽引しております。 

  このような状況における当社の人材コンサルティング事業にとって重要な課題は、次のとおりであります。 

 

①クリエイターの登録チャネルの拡大 

  求職者の当社への登録チャネルは大きく分けて３つあります。１つは、当社が掲載する募集媒体からの登録。２つ

目は、既登録者や稼動者からの紹介である、いわゆる「口コミ」によるもの。３つ目は、デジタルハリウッド株式会

社を含む専門学校・大学等との連携による卒業生の登録があります。 

  今日のようにクリエイター人材が不足している環境下では、募集媒体からの登録には限りがあり、広告投資の効果

はあまり認められません。そのため、専門学校や大学等の新卒者や卒業してまだ実務経験の少ないクリエイターを登

録に誘導し、当社内において実務トレーニングやＯＪＴを施すことによってスキルアップを図り、就業に結びつける

ほうが効果的であると考えております。 

  従いまして、専門学校や大学等との連携をさらに増やしていくことが重要であると考えております。 

 

②トレーニング機能の拡充 

  圧倒的に不足するクリエイター人口を増加させるためには、コンテンツ制作における基礎的な知識は持っている

が、実務経験が足りないために就業機会に恵まれない登録スタッフをいかに就業に結びつけるか、ということがます

ます重要になると考えております。当社の特長の１つであるトレーニングシステムは、制作現場の実務に必要とされ

る技術を習得する点において優れており、今後はトレーニング環境のさらなる拡充や、ＯＪＴによるトレーニングカ

リキュラムの増加等が必要になると考えております。 

 

③クリエイター支援機能の拡充（BroadStar（ブロードスター）の運営開始） 

  当社では、クリエイター支援を目的とした施策として、東京国際映画祭等で実施されるコンテストへの協賛や、ク

リエイター向けの各種セミナーの開催などの活動を行ってまいりました。 

  そのようなクリエイター支援活動の一環として、財団法人大阪市都市型産業振興センターが大阪市より受託事業と

して運営していた、日本最大級のブロードバンドコンテンツマーケットサイト「BroadStar（ブロードスター）

（http：//www.broadstar.jp/）」を、2,000名を超える会員と併せて承継し、平成17年６月より当社がその運営を引

き継いでおります。 

  これにより、当社が主催者としてクリエイターの発掘コンテストの実施や制作支援活動を通じて、新たなクリエイ

ターとの接点を増やしていくことが可能になりました。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当中間連結会計期間に重要な変更はありま

せん。また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

 (2) 前事業年度末に計画していた設備計画金額のうち、当中間連結会計期間において完了したものは次のとおりであ

ります。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地  
事業の部門別の名

称 

設備投資金額  

（千円） 

設備等の主な内

容・目的 
資金調達方法 

 本社  東京都渋谷区 
 人材コンサルティ

ング 
5,977 

トレーニング設備

増強  

自己資金及び増資

資金  

本社  東京都渋谷区  全社 16,678 

セキュリティ及び

システムインフラ

増強  

自己資金及び増資

資金  

本社  東京都渋谷区 
 人材コンサルティ

ング 
44,616 

ＣＩＯＳ他既存シ

ステムカスタマイ

ズ費  

自己資金及び増資

資金  

名古屋オフィス  名古屋市中区 
 人材コンサルティ

ング 
11,548 敷金・器具備品 

自己資金及び増資

資金  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約権

の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

① 平成14年１月10日臨時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 48,000 

計 48,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,540 28,540 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 28,540 28,540 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 593 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月11日 

至 平成19年１月10日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    73,334 

資本組入額   36,667 

発行価格    同左 

資本組入額   同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利を付与された者

は、新株引受権行使時に

おいても、当社の取締役

又は従業員であることを

要す。その他の条件につ

いては、本総会決議及び

取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役・従業

員との間で締結する新株

引受権付与契約に定める

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株引受権の譲渡及び

質入その他の処分は認め

ないものとする。 

同左 



 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

② 平成16年３月24日臨時株主総会決議 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 237 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 711 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月25日 

至 平成26年３月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    73,334 

資本組入額   36,667 

発行価格    同左 

資本組入額   同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であ

ることを要す。その他の条

件については、本総会決議

及び取締役会決議に基づ

き、当社と対象取締役・監

査役・従業員との間で締結

する新株予約権付与契約に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡及び質

入等は、これを認めないも

のとする。 

同左 



② 平成17年６月24日第10回定時株主総会決議 

 （注） 平成17年11月18日開催の取締役会にて、発行内容の決議を行っております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．平成17年５月20日付で１株につき３株の割合をもって株式分割し、発行済株式総数が18,960株増加しており

ます。 

２．新株予約権の行使による増加であります。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － 853  

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 853 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 278,000 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成19年６月25日 

至 平成27年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格    278,000 

資本組入額   139,000 

新株予約権の行使の条件 － 

 新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であ

ることを要す。その他の条

件については、本総会決議

及び取締役会決議に基づ

き、当社と対象取締役・監

査役・従業員との間で締結

する新株予約権割当契約に

定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

 新株予約権の譲渡及び質

入等は、これを認めないも

のとする。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年５月20日 

（注）１  
18,960 28,440 － 329,000 － 297,300 

平成17年６月１日～ 

平成17年９月30日 

（注）２  

100 28,540 3,666 332,666 3,666 300,966 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

マスダアンドパートナーズ株

式会社 

東京都渋谷区代官山町20番23号 代官山東

急アパートメント１階 
14,172 49.66 

楽天株式会社 
東京都港区六本木６丁目10-１ 六本木ヒ

ルズ森タワー 
2,880 10.09 

藤川幸廣 東京都世田谷区経堂４丁目10-19-110 2,664 9.33 

デジタルスケープ従業員持株

会 

東京都渋谷区道玄坂１丁目10-８ 渋谷野

村ビル８階 
1,317 4.61 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 607 2.13 

株式会社ＩＭＡＧＩＣＡ 東京都品川区東五反田２丁目14-１ 600 2.10 

フューチャーシステムコンサ

ルティング株式会社 

東京都渋谷区渋谷３丁目28-13 渋谷新南

口ビル 
300 1.05 

篠原淳 
東京都目黒区大橋１丁目８-７-102 クオ

リア目黒大橋イースト 
216 0.76 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８-11 192 0.67 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 140 0.49 

計 － 23,088 80.9 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,540 28,540 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 28,540 － － 

総株主の議決権 － 28,540 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） １．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

     ２．※印は、株式分割による権利落前の株価であります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 
456,000 

  ※1,368,000 

380,000 

  ※1,140,000 
385,000 384,000 349,000 320,000 

最低（円） 
342,000 

  ※1,026,000 

268,000 

   ※804,000 
282,000 345,000 282,000 247,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監

査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年１月11日提出の有価証券届出書にとじ込まれたものに

よっております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  697,281

２．売掛金  634,632

３．たな卸資産  2,605

４．繰延税金資産  25,421

５．その他  66,490

貸倒引当金  △200

流動資産合計  1,426,230 78.3

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※１  

(1）建物  25,441

(2）器具及び備品  32,569

有形固定資産合計  58,011 3.2

２．無形固定資産  

(1）ソフトウェア  93,537

(2）連結調整勘定  7,112

(3）その他  668

 無形固定資産合計  101,318 5.6

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  73,982

(2）繰延税金資産  47,654

(3）敷金保証金  67,275

(4）保険積立金  43,122

(5）その他  2,765

投資その他の資産合計  234,801 12.9

固定資産合計  394,132 21.7

資産合計  1,820,362 100.0

   
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．短期借入金  20,000

２．1年以内返済予定長期借
入金 

 14,702

３．未払費用  501,624

４．未払法人税等  32,401

５．賞与引当金  44,858

６．その他  142,756

流動負債合計  756,342 41.5

Ⅱ 固定負債  

１．退職給付引当金  19,615

２．役員退職慰労引当金  67,366

固定負債合計  86,981 4.8

負債合計  843,323 46.3

   

（少数株主持分）  

少数株主持分  2,475 0.2

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金  332,666 18.3

Ⅱ 資本剰余金  300,966 16.5

Ⅲ 利益剰余金  340,519 18.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 410 0.0

資本合計  974,563 53.5

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 1,820,362 100.0

   



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  2,521,729 100.0

Ⅱ 売上原価  1,840,503 73.0

売上総利益  681,225 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１ 594,526 23.6

営業利益  86,699 3.4

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  7

２．受取配当金  500

３．持分法による投資利益  332

４．その他  144 984 0.0

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  479

２．新株発行費  1,903

３．その他  8 2,392 0.0

経常利益  85,291 3.4

Ⅵ 特別利益  

  貸倒引当金戻入益  220 220 0.0

Ⅶ 特別損失  

  固定資産除却損 ※２  1,038 1,038 0.0

税金等調整前中間純利
益 

 84,473 3.4

法人税、住民税及び事
業税 

 29,801

法人税等調整額  5,217 35,018 1.4

中間純利益  49,455 2.0

   



③【中間連結剰余金計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  297,300

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 新株予約権の行使による
新株の発行 

 3,666 3,666

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高  300,966

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  338,522

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 中間純利益  49,455 49,455

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  28,440

２．役員賞与  14,220

３．持分法適用会社の増加
に伴う剰余金減少高 

 4,797 47,458

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  340,519

   



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益   84,473

減価償却費   21,956

貸倒引当金の減少額   △220

賞与引当金の減少額   △11,062

退職給付引当金の増加額   2,473

役員退職慰労引当金の増加額   5,259

受取利息及び受取配当金   △507

支払利息   479

持分法による投資利益   △332

固定資産除却損   1,038

売上債権の減少額   51,091

未払費用の増加額   4,299

未払消費税等の減少額   △22,412

役員賞与の支払額   △14,220

その他   △23,511

小計   98,804

利息及び配当金の受取額   507

利息の支払額   △463

法人税等の支払額   △35,609

営業活動によるキャッシュ・フロー   63,239

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △19,721

無形固定資産の取得による支出   △18,833

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出 

  △2,802

持分法適用関連会社株式の新規取
得による支出 

  △23,623

その他投資による支出   △4,499

その他投資の回収による収入   1,346

投資活動によるキャッシュ・フロー   △68,133

 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の減少額   △6,000

長期借入金の返済による支出   △9,996

株式の発行による収入   7,333

配当金の支払額   △27,960

財務活動によるキャッシュ・フロー   △36,623

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △41,517

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   738,798

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高   697,281

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  １社 

   連結子会社の名称   

  ・㈱クラフテックス   

     ㈱クラフテックスにつきましては、株式取得に伴い、当中間連結会計期間 

   より連結子会社となりました。なお、みなし取得日を同社の決算日としてい 

   るため、当中間連結会計期間は貸借対照表のみを連結しております。  

(2) 非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。  

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社数  ５社   

   主要な会社の名称   

   ・㈱ウェブ・ワーカーズ   

   ・㈱エクステージ   

      ㈱エクステージ他３社につきましては、㈱エクステージの株式取得に伴 

   い、当中間連結会計期間より持分法適用関連会社となりました。なお、みな 

   し取得日は当中間連結会計期間末としております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等   

    該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日等

に関する事項 

 連結子会社である㈱クラフテックスの決算日は８月31日であります。中間連結財

務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただ

し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っ

ております。 

４．会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券   

   その他有価証券   

    時価のあるもの  

      中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法 

   により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの  

     移動平均法による原価法 

 ② たな卸資産   

   仕掛品  

     個別法による原価法 

   (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産   

   定率法を採用しております。   

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。   

   建物 ８～10年   

   器具及び備品 ４～６年   

② 無形固定資産   

  定額法を採用しております。   

    自社利用のソフトウエアについては、社内における５年以内の利用可能期間 

  に基づく定額法により償却しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

   (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金   

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 

    り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不 

    能見込額を計上しております。   

 ② 賞与引当金   

    親会社では、従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額の当中間連結会 

   計期間負担額を計上しております。   

 ③ 退職給付引当金 

    親会社では、従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末におけ 

   る退職給付債務の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生してい 

    ると認められる額を計上しております。   

 ④ 役員退職慰労引当金   

    親会社では、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間連 

   結会計期間末要支給額を計上しております。 

   (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ 

 リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって 

 おります。 

   (5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理   

    税抜方式によっております。  

 ② 繰延資産の処理方法   

    新株発行費  

    支出時に全額費用として処理しております。 

５. 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

固定資産の減損に係る会計基準  「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を当中間連結会計期間から適用しております。これによる損益への影

響はありません。 

    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

 ※１. 有形固定資産の減価償却累計額    

                                       60,624千円 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 ※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。    

              給与手当              191,172千円   

             賞与引当金繰入額           44,858千円   

             退職給付費用             3,651千円   

             役員退職慰労引当金繰入額        5,259千円   

 ※２. 固定資産除却損の内訳   

             建物除却損                      942千円 

            器具及び備品除却損                  96千円 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 697,281  

現金及び現金同等物 697,281  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

  
取得価額相

当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

中間期末残

高相当額 

（千円） 

器具及び備品  37,400  22,814 14,586

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 7,929千円

１年超 6,765千円

合計 14,695千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

支払リース料 4,007千円

減価償却費相当額 3,947千円

支払利息相当額 62千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま 

   す。 

５．利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と 

 し、各期への配分方法については、利息法によっております。 

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表

計上額（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 133 825 692 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133 825 692 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 15,000 

合計 15,000 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項は

ありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「人材コンサルティング事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当 

事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 34,147円28銭 

１株当たり中間純利益金額 1,736円85銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 1,706円20銭 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり中間純利益金額   

中間純利益（千円） 49,455 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） 

普通株式に係る中間純利益（千円） 49,455 

期中平均株式数（株） 普通株式   28,474 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額   

中間純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 511 

（うち新株引受権及び新株予約権）  （511） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

1．株式会社ウェブ・ワーカーズの子会社化 

   当社は、平成17年９月15日開催の取締役会において、市場で不足している 

 ディレクター職やデザイナー職の育成支援体制強化を目的として、株式会社 

 アイ・エム・ジェイが保有する株式会社ウェブ・ワーカーズの株式を一部追 

 加取得し子会社化することを決議し、同日、取得契約を締結し、平成17年10 

 月３日に譲渡を受けました。  

 (1) 株式譲受の概要   

   ① 商号     株式会社ウェブ・ワーカーズ 

   ② 事業内容   Webサイトの企画・制作・運用・更新等に係る業務の受託 

           当該業務の受託を通じた人材の育成 

                   インターネットに関する調査・研究及びコンサルティング 

   ③ 決算期   ９月 

   ④ 従業員数    13名（平成17年８月末現在） 

   ⑤ 資本金額   78,000千円（平成17年３月末現在） 

   ⑥ 売上高    204,378千円（平成１6年９月期実績） 

 (2) 異動の内容及び年月日   

    ① 譲受前の所有株式数  780株（所有割合   50.0％） 

    ② 取得株式数      546株（取得価格 27,300千円） 

    ③ 譲受後の所有株式数 1,326株（所有割合    85.0％） 

２. 新株予約権（ストックオプション）の発行 

  当社は、平成17年11月18日開催の取締役会において、商法第280条ノ20及び

第280条ノ21並びに平成17年６月24日開催の当社第10回定時株主総会決議に基

づきストックオプションとして発行する新株予約権について、下記のとおり決

定いたしました。 

 (1) 発行日                           平成17年11月18日 

 (2) 発行数                                      853個 

 (3) 発行価額                                     無償 

 (4) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数     当社普通株式853株 

 (5) 新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額 １株につき278,000円 

 (6) 新株予約権の行使により発行又は移転される当社普通株式の総額 

                             237,134千円 

  (7) 新株予約権の行使期間           平成19年６月25日から 

                         平成27年６月24日まで 

 (8) 新株予約権の行使により新たに当社普通株式を発行する場合において、 

   当該株式の発行価額中資本に組入れない額     １株につき139,000円 

 (9) 新株予約権の割当対象者及びその人数 

                    当社取締役４名、監査役２名及び従業員54名 

３. 関係会社への貸付 

平成17年10月28日及び平成17年11月18日開催の当社取締役会決議に基づき、

下記のとおり貸付を行いました。  

 (1) 貸付先    ㈱ワークスコーポレーション              

 (2) 貸付金額   160,000千円  

 (3) 貸付日    平成17年10月31日及び平成17年11月29日  

 (4) 貸付金利   1.875％ 

 (5) 使途     運転資金 

 (6) 返済日    平成18年3月31日 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   483,232   660,083 738,798   

２．売掛金   585,559   634,632 685,723   

３．繰延税金資産   27,717   25,421 32,698   

４．その他   52,211   66,452 17,207   

貸倒引当金   △350   △200 △420   

流動資産合計     1,148,371 78.9 1,386,389 76.4   1,474,007 81.1

Ⅱ 固定資産           

１. 有形固定資産           

(1) 建物 ※１  16,113   25,441 20,797   

(2) 器具及び備品 ※１  28,730   32,508 30,111   

有形固定資産合計   44,844   3.1 57,949 3.2 50,909   2.8

２. 無形固定資産           

(1) ソフトウェア   77,979   93,453 84,292   

(2) その他   598   598 598   

無形固定資産合計   78,577   5.4 94,051 5.2 84,890   4.7

３.投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   5,386   15,825 15,420   

(2) 関係会社株式   39,000   102,623 39,000   

(3) 繰延税金資産   42,112   47,654 45,759   

(4) 敷金保証金   57,948   67,275 67,515   

(5) 保険積立金   37,735   43,122 40,429   

(6) その他   897   552 54   

貸倒引当金   △24   － －   

投資その他の資産合計   183,054   12.6 277,053 15.2 208,178   11.4

固定資産合計     306,476 21.1 429,055 23.6   343,977 18.9

資産合計     1,454,847 100.0 1,815,444 100.0   1,817,985 100.0

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．短期借入金   40,000   20,000 26,000   

２．１年以内返済予
定長期借入金 

  19,992   13,352 199,992   

３．未払費用   463,967   497,574 493,274   

４．未払法人税等   33,125   32,221 35,622   

５．賞与引当金   50,160   44,858 55,920   

６．その他 ※２ 124,649   141,429 139,578   

流動負債合計     731,894 50.3 749,434 41.3   770,387 42.4

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   13,352   － 3,356   

２．退職給付引当金   14,833   19,615 17,141   

３．役員退職慰労引
当金 

  57,103   67,366 62,107   

固定負債合計     85,288 5.9 86,981 4.8   82,605 4.5

負債合計     817,182 56.2 836,415 46.1   852,992 46.9

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     227,000 15.6 332,666 18.3   329,000 18.1

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   132,500   300,966 297,300   

資本剰余金合計     132,500 9.1 300,966 16.6   297,300 16.4

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   4,120   4,120 4,120   

２．任意積立金   5,276   3,796 5,276   

３．中間（当期）未
処分利益 

  268,618   337,068 329,125   

利益剰余金合計     278,014 19.1 344,985 19.0   338,522 18.6

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    150 0.0 410 0.0   170 0.0

資本合計     637,664 43.8 979,028 53.9   964,992 53.1

負債・資本合計     1,454,847 100.0 1,815,444 100.0   1,817,985 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,310,471 100.0 2,521,729 100.0   4,819,797 100.0

Ⅱ 売上原価     1,711,176 74.0 1,840,503 73.0   3,563,849 73.9

売上総利益     599,294 25.9 681,225 27.0   1,255,947 26.1

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    495,611 21.4 594,526 23.6   1,018,982 21.2

営業利益     103,682 4.5 86,699 3.4   236,965 4.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,055 0.0 652 0.0   1,116 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,191 0.0 2,392 0.0   28,007 0.5

経常利益     103,546 4.5 84,959 3.4   210,074 4.4

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 220 0.0   － －

Ⅶ 特別損失 ※４   3,960 0.2 1,038 0.1   7,728 0.2

税引前中間（当
期）純利益 

    99,585 4.3 84,141 3.3   202,345 4.2

法人税、住民税及
び事業税 

  31,300   29,801 82,194   

法人税等調整額   5,216 36,517 1.6 5,217 35,018 1.3 △3,425 78,769 1.6

中間（当期）純利
益 

    63,068 2.7 49,123 2.0   123,576 2.6

前期繰越利益     205,549 287,945   205,549 

中間（当期）未処
分利益 

    268,618 337,068   329,125 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   99,585 202,345

減価償却費   20,318 44,634

長期前払費用償却   67 135

貸倒引当金の増減額（△：減少）   △18 27

賞与引当金の増減額（△：減少）   △1,965 3,795

退職給付引当金の増加額   3,867 6,176

役員退職慰労引当金の増加額   5,064 10,068

受取利息及び受取配当金   △504 △512

支払利息   1,119 1,970

固定資産除却損   3,960 6,293

売上債権の増加額   △2,690 △102,790

未払金の減少額   △10,868 △12,385

未払費用の増加額   16,919 46,226

未払消費税等の減少額   △26,182 △6,735

役員賞与の支払額   △10,600 △10,600

その他   △29,511 8,357

小計   68,562 197,006

利息及び配当金の受取額   504 512

利息の支払額   △1,091 △1,917

法人税等の支払額   △73,270 △119,715

営業活動によるキャッシュ・フロー   △5,294 75,885

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △11,855 △26,377

無形固定資産の取得による支出   △34,896 △52,739

投資有価証券の取得による支出   － △10,000

関係会社株式の取得による支出   △15,000 △15,000

その他投資による支出   △3,080 △15,536

その他投資の回収による収入   684 878

投資活動によるキャッシュ・フロー   △64,148 △118,775

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の減少額   △4,000 △18,000

長期借入金の返済による支出   △9,996 △19,992

株式の発行による収入   － 253,008

配当金の支払額   △21,200 △21,200

財務活動によるキャッシュ・フロー   △35,196 193,816

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△：減少）   △104,639 150,926

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   587,872 587,872

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残
高 

  483,232 738,798

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物 ８～10年 

器具及び備品 ４～６年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における５年

以内の利用可能期間に基づく

定額法により償却しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

 ３. 繰延資産の処理方法 ───── 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。   

 なお、平成17年２月９日を払込

期日とする有償一般募集による新

株式発行（1,000株）は、引受証

券会社が引受価額（266,800円）

で引き受けを行い、これを引受価

額と異なる発行価格（290,000

円）で一般投資家に販売する買取

引受契約によっております。この

契約では、発行価格と引受価額の

差額が引受証券会社に対する事実

上の引受手数料となり、引受証券

会社に対する引受手数料の支払い

はありません。 

４．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく当

中間会計期間末要支給額を計

上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  同左   同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

─────  手許現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基

準   

─────  「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を当

中間会計期間から適用しておりま

す。これによる損益への影響はあ

りません。   

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

58,955千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

60,624千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

53,086千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 4千円

受取配当金 500千円

受取利息 7千円

受取配当金 500千円

受取利息 12千円

受取配当金 500千円

保険金収入 480千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1,119千円 支払利息 479千円

新株発行費 1,903千円

支払利息 1,970千円

新株発行費 13,791千円

上場関連費用 12,150千円

※３      ───── ※３ 特別利益の内訳 ※３      ───── 

  貸倒引当金戻入益 220千円  

※４ 特別損失の内訳 ※４ 特別損失の内訳 ※４ 特別損失内訳 

器具及び備品除却損 3,960千円 建物除却損 942千円

器具及び備品除却損 96千円

器具及び備品除却損 6,293千円

建物原状回復費 1,435千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 8,089千円

無形固定資産 12,229千円

有形固定資産 9,156千円

無形固定資産 12,800千円

有形固定資産 17,496千円

無形固定資産 27,137千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 483,232 

現金及び現金同等物 483,232 

  （千円）

現金及び預金勘定 738,798  

現金及び現金同等物 738,798  



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備
品 

36,243 14,483 21,760 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備
品 

37,400 22,814 14,586

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備
品 

37,400 18,867 18,533

２．未経過リース料中間期末残高相当額 
２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,641千円

１年超 14,519千円

合計 22,161千円

１年内 7,929千円

１年超 6,765千円

合計 14,695千円

１年内 7,903千円

１年超 10,737千円

合計 18,640千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 3,770千円

減価償却費相当額 3,602千円

支払利息相当額 211千円

支払リース料 4,007千円

減価償却費相当額 3,947千円

支払利息相当額 62千円

支払リース料 7,777千円

減価償却費相当額 7,669千円

支払利息相当額 131千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 133 386 253 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133 386 253 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 5,000 

(2）子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 39,000 

合計 44,000 

種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 133 420 287 

(2）債券 －    －   － 

(3）その他  －  －  －  

合計 133 420 287 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 15,000 

(2）子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 39,000 

合計 54,000 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、

該当事項はありません。 

  同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （千円）

関連会社に対する投資の金額 39,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 32,568 

持分法を適用した場合の投資損失の

金額 
△10,959 

  （千円）

関連会社に対する投資の金額 39,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 34,202 

持分法を適用した場合の投資損失の

金額 
△9,325 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 

  

75,196円28銭

１株当たり中間純利益金額 

  

7,437円35銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

について当社は、旧商法第280条ノ19の規定

に基づく新株引受権及び商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を

発行しておりますが、非上場・非登録であ

り、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。 

   当社は、平成17年５月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。   

１株当たり純資産額 

  

34,303円74銭

１株当たり中間純利益金額

  

1,725円18銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 

1,694円74銭

  
前中間会計期

間 
前事業年度 

１株当たり純

資産額 

25,065円

 43銭

33,430円

81銭

１株当たり中

間（当期）純

利益金額 

2,479円

12銭

4,222円

00銭

潜在株式調整

後１株当たり

中間（当期）

純利益金額 

－ 
4,195円

75銭

１株当たり純資産額 

  

100,292円43銭

１株当たり当期純利益金額 

  

12,666円01銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

12,587円25銭

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（千円） 63,068 49,123 123,576 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 14,220 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (14,220) 

 普通株式に係る中間(当期)純利益（千円） 63,068 49,123 109,356 

 期中平均株式数(株） 普通株式  8,480 普通株式  28,474 普通株式  8,633 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（株） － 511 54 

 （うち新株引受権及び新株予約権） (－) (511) (54) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株引受権１種類（新株引

受権の目的となる株式の数

233株）。及び新株予約権１

種類（新株予約権の目的と

なる株式の数248株）。 

なお、概要は「第４ 提出

会社の状況、１．株式等の

状況、(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 

 －  － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── １. 新株予約権（ストックオプション）の発行 

  当社は、平成17年11月18日開催の取締役会

において、商法第280条ノ20及び第280条ノ21

並びに平成17年6月24日開催の当社第10回定時

株主総会決議に基づきストックオプションと

して発行する新株予約権について、下記のと

おり決定いたしました。 

(1) 発行日              平成17年11月18日 

(2) 発行数                         853個 

(3) 発行価額                        無償 

(4) 新株予約権の目的たる株式の種類及び 

    数         当社普通株式853株 

(5) 新株予約権の行使に際して払込をなすべ 

    き金額      １株につき278,000円 

(6) 新株予約権の行使により発行又は移転さ 

    れる当社普通株式の総額  237,134千円 

(7) 新株予約権の行使期間 

           平成19年６月25日から 

           平成27年６月24日まで 

(8) 新株予約権の行使により新たに当社普通 

    株式を発行する場合において、当該株式 

    の発行価額中資本に組入れない額 

                     １株につき139,000円 

(9) 新株予約権の割当対象者及びその人数 

          当社取締役４名、監査役２名及び 

          従業員54名 

２. 関係会社への貸付 

 平成17年10月28日及び平成17年11月18日開

催の当社取締役会決議に基づき、下記のとお

り貸付を行いました。  

(1) 貸付先 

     ㈱ワークスコーポレーション   

(2) 貸付金額   160,000千円  

(3) 貸付日    平成17年10月31日及び 

          平成17年11月29日  

(4) 貸付金利   1.875％ 

(5) 使途     運転資金 

(6) 返済日    平成18年3月31日 

１．株式分割 

 平成17年３月15日開催の取締役会におい

て、次のとおり株式の分割を行うことを決議

いたしました。 

 （1）分割方法  

 平成17年３月31日最終の株主名簿およ

び実質株主名簿に記載または記録された

株主の所有株式を、１株につき３株の割

合をもって分割する。 

 （2）分割により増加する株式数 

 18,960株 

 （3）株式分割の日     平成17年５月20日 

 （4）新株の配当起算日 

平成17年４月１日 

 （5）前期首に当該株式分割が行われたと仮定

した場合における（１株当たり情報）の

各数値はそれぞれ以下のとおりでありま

す。 

  

２. 新株予約権（ストックオプション）の発行 

  平成17年６月24日開催の定時株主総会決議

に基づき、当社取締役、監査役及び従業員に

対して、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ

21の規定に基づき新株予約権（ストックオプ

ション）を発行（無償）しております。その

概要は以下のとおりであります。 

(1）発行する株式数      普通株式853株

(2）目的となる株式の発行価格    未定 

(3）目的となる株式の発行総額    未定  

(4）行使請求期間 

   平成19年６月25日から

   平成27年６月24日まで

  

第９期 

（平成16年

３月期） 

第10期 

（平成17年

３月期） 

１株当たり

純資産額 

23,416円 

 47銭 

33,430円 

81銭 

１株当たり

当期純利益

金額 

3,150円 

17銭 

4,222円 

00銭 

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益金額 

－ 
4,195円 

75銭 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第10期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

  平成17年11月16日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）に基づく臨時報告書であり 

  ます。 

(3）臨時報告書 

  平成17年11月21日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権の発行） 

  に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

  平成17年11月25日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）に基づく臨時報告書であり 

  ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月19日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デジタルスケープ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年10月31日及び平成17年11月29日に関係会社に対して貸付を

行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年１月５日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成16年４月１日から平成17年３月３１日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デジタルスケープの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月19日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成17年４月１日から平成18年３月３１日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デジタルスケープの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年10月31日及び平成17年11月29日に関係会社に対して貸付を

行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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